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厚真町複合型地域福祉活動拠点施設指定管理者業務仕様書 

 

１ 趣旨 

本仕様書は、厚真町複合型地域福祉活動拠点施設（以下「本施設」という。）の指定管理者が行う業

務内容及び履行方法について定めることを目的とする。 

 

２ 施設の概要 

(1) 施設の名称 

厚真町複合型地域福祉活動拠点施設（厚真町まちなか交流館） 

(2) 所在地  

厚真町京町１２番地の１ 

(3) 設置目的  

本施設は、障がい者及び障がい児に対する創作活動、地域交流の場を提供するとともに、地域活

動支援センター等の事業を実施することにより、地域共生社会の実現及び地域福祉の増進に寄与す

ることを目的とする。 

なお、本施設で実施する就労継続支援Ｂ型事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービスとして、別途法令等に基づき実施するものとする。 

(4) 施設規模等 

① 敷地面積 ８９２．２５㎡ 

② 建物の構造 鉄骨造 平屋建て 

③ 延床面積 ２５２．７２㎡ 

④ 施設内容 訓練・作業室、便所、洗面所、休養室、事務室等、バス待合室、相談室及び多目的  

室 

⑤ 利用定員 ２０人/日（就労継続支援Ｂ型事業所） 

 

３ 施設の開所時間等 

(1) 開館時間   

午前８時３０分から午後６時００分まで。ただし、就労継続支援Ｂ型事業所は、午前８時３０分か

ら午後５時３０分までとする。 

(2) 休館日    

① 年末年始(１２月３０日から翌年の１月４日まで) 

② 指定管理者が必要と認めるときは前項の規定に関わらず、町長の承認を得て、臨時に休館し、

または開館することができる。 

４ 指定管理者が実施する事業及び施設の機能 

指定管理者は、本施設の設置目的を踏まえ、就労継続支援Ｂ型事業を本施設の基本的な事業として実

施するとともに、当該事業を地域に開かれた形で展開することにより、障がい者等の就労及び社会参加

の促進並びに地域住民との交流の場の形成を図るものとする。 

また、これらの事業の実施に併せて、本施設が有する公共的な機能を適切に維持し、地域福祉の増進

及び地域住民の利便性の向上を図るものとする。 

(1) 就労継続支援Ｂ型事業 

ア 指定管理者は、本施設において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律その他関係法令に基づき、就労継続支援Ｂ型事業を実施するものとする。 
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イ Ｂ型事業は、利用者に就労及び生産活動その他の活動の機会を提供し、知識及び能力の向上並

びに自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援することを基本とする。 

ウ Ｂ型事業における生産活動として、ジェラートの製造・販売、飲食店その他の事業を実施する

ものとし、利用者の特性、地域の需要、生産活動の状況等を踏まえ、必要に応じて事業内容の充

実を図るものとする。 

エ 生産、製造、販売、接客、店舗運営その他の活動を通じて、利用者が地域住民や来館者と接す

る機会を確保し、就労経験及び社会参加の機会の充実を図るものとする。 

オ Ｂ型事業の実施に当たっては、利用者の意向及び心身の状況等を踏まえ、適切な支援を行うと

ともに、工賃の向上その他利用者の自立及び社会参加につながる取組に努めるものとする。 

カ Ｂ型事業の実施に当たっては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

障害者総合支援法（以下「障害者総合支援法」という。）その他関係法令、指定障害福祉サービ

スの基準及び関係する通知等を遵守するものとする。 

(2) 地域交流・多世代交流機能 

ア 本施設における飲食、商品の販売その他のＢ型事業を地域に開かれた形で実施することにより、

障がいの有無や年齢等にかかわらず、地域住民が気軽に立ち寄り、交流できる場の形成に努める

ものとする。 

イ 利用者と地域住民、来館者等との交流を促進し、障がいのある人の地域社会への参加及び地域

住民の障がいに対する理解の促進を図るものとする。 

ウ 地域の団体、事業者、住民その他の関係者との連携を図り、飲食、販売、イベントその他の活

動を通じた交流機会の創出に努めるものとする。 

エ 多世代交流については、独立したイベント事業としてのみ実施するのではなく、Ｂ型事業その

他本施設の日常的な活動を通じて、継続的に地域との交流が生まれるよう配慮するものとする。 

(3) 地域活動支援センター事業 

ア 指定管理者は、本施設の設置目的を達成するため、地域活動支援センター事業を実施するもの

とする。 

イ 地域活動支援センター事業は、町との別途の委託契約に基づき実施するものとし、当該事業の

具体的な実施内容、対象者、実施体制その他必要な事項については、別途定める仕様書及び契約

書によるものとする。 

ウ 事業の実施に当たっては、利用者の意向、障がいの特性及び生活状況等を踏まえ、創作活動、

軽作業、交流活動その他地域生活及び社会参加を支援するために必要な活動を実施するものとす

る。 

(4) 施設が有する公共的機能 

ア 指定管理者は、本施設の公共的な機能として、バス待合所を適切に管理し、利用者の利便性及

び安全の確保に努めるものとする。 

イ 指定管理者は、町がクーリングシェルターとして本施設を指定した場合には、開設期間中、利

用者が安全に過ごせる環境を確保し、適切に管理するものとする。 

ウ 前各号のほか、本施設の設置目的に沿って、町と協議の上、必要な公共的機能を担うものとす

る。 

(5) 施設運営上の連携 

ア 指定管理者は、就労継続支援Ｂ型事業、地域活動支援センター事業及び本施設の地域交流・公

共的機能について、それぞれの事業の目的及び制度上の位置付けを踏まえながら相互に連携させ、

本施設全体として地域福祉の増進に寄与するよう運営するものとする。 
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５ 指定期間 

(1) 指定管理の期間は、別に締結する指定管理協定に基づくものとする。 

(2) 指定管理者は、指定管理期間の終了時に、施設及び設備を良好な状態で町に返還すること。 

 

６ 法令等の遵守 

本施設の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる関係法令を遵守すること。なお、

本指定期間中にこれらの法令・規定等に改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。 

(1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

(3) 厚真町複合型地域福祉活動拠点施設の設置及び管理に関する条例（平成２６年条例第１２号） 

(4) 厚真町複合型地域福祉活動拠点施設の設置及び管理に関する条例施行規則（平成２７年規則第

６号） 

(5) 厚真町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第８号） 

(6) 厚真町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年規則第１１

号） 

(7) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）及び関

係省令・告示 

(8) 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号） 

(9) 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

(10) 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

(11) 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

(12) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

(13) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び厚真町個人情報保護条例 (平成１３

年条例第１４号) 

(14) 厚真町情報公開条例（平成１３年条例第１３号） 

(15) その他関係法令等 

 

７ 管理運営体制と職員 

(1) 指定管理者は、業務の内容に応じて必要な職員を配置すること。 

(2)  就労継続支援Ｂ型事業の実施に当たっては、障害者総合支援法及び関係省令に定める人員配置

基準を遵守し、職員を配置すること。 

 (3)  指定管理者は、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律その他関係法

令に基づき、虐待防止責任者の配置、委員会の設置及び研修の実施等、必要な措置を講じること。 

(4) 業務の一括再委託は禁止する。業務の一部を委託する場合は、町長の承認を得た上で適正に実

施すること。 

(5) 職員の雇用、労働条件その他の労務管理については、指定管理者の責任において適正に行うこ

と。 

８ 指定管理に係る経費・利益の取扱い 

(1) 指定管理に係る経費 

本施設は、就労継続支援Ｂ型事業を基本として運営する施設であり、指定管理者は、障害福祉サー

ビス費、生産活動による収入その他の事業収入を基本として、本施設の管理運営を行うものとする。 
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なお、本町の人口規模及び地域の実情から、就労継続支援Ｂ型事業の利用者数について、施設の定

員を常時満たすことは困難であることも想定されることから、指定管理者は、地域の利用実態を踏ま

えた事業計画を策定し、関係機関との連携による利用者の受入れ及び生産活動の充実等に努め、安定

的かつ継続的な事業運営に努めるものとする。 

(2) 指定管理料 

町は、本施設の公の施設としての管理運営に必要な経費のうち、施設の所有者として町が負担する

ことが適当な経費について、毎年度の予算の範囲内で指定管理料を支払うことができるものとする。 

(3) 指定管理料の算定 

指定管理料は、指定管理業務として町が負担すべき経費を基礎として算定するものとし、就労継続

支援Ｂ型事業の利用者数の不足その他の事業運営上の収支不足を補填することを目的とするもので

はない。 

(4) 指定管理料の決定及び精算 

指定管理料の額及び支払方法については、年度協定において定めるものとする。 

指定管理料のうち、施設及び設備の修繕に係る経費については、年度末に実績額を確認し、未執行

額が生じた場合は、当該未執行額を返戻させることができるものとする。 

(5) 地域活動支援センター事業に係る経費 

地域活動支援センター事業に要する経費については、町との別途の委託契約に基づく委託料を基本

として負担するものとし、指定管理料とは区分して経理するものとする。 

(6) 指定管理料の対象外となる経費 

就労継続支援Ｂ型事業における生産活動に直接要する原材料費、製造費、販売費その他の経費及び

利用者の工賃については、原則として指定管理料の算定対象としない。 

また、就労継続支援Ｂ型事業のサービス提供に直接要する経費についても、原則として指定管理料

の算定対象としない。 

地域活動支援センター事業その他別途の契約に基づき実施する事業に直接要する経費についても、

指定管理料の算定対象としない。 

(7) 経理区分 

指定管理者は、指定管理業務、就労継続支援Ｂ型事業、地域活動支援センター事業その他の事業に

ついて、それぞれの収入及び支出を適切に区分して経理しなければならない。 

特に、就労継続支援Ｂ型事業については、関係法令及び国の会計上の取扱いに基づき、生産活動に

係る収支とその他の事業活動に係る収支を適切に区分するものとする。 

(8) 保守管理及び修繕に係る経費の負担区分 

施設及び設備の保守管理及び修繕に係る経費の負担については、第１０項及び第１１項に定めると

ころによるものとする。 

９ 工賃の取扱い 

(1) 就労継続支援Ｂ型事業における工賃については、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係

る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を基礎として、関係法令に基づき適切に支払うこ

と。 

(2) 利用者の自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため、工賃水準の向上に努める

こと。 

(3) 工賃の算定、支払その他の取扱いについては、関係法令及び国の定める基準等を遵守すること。 

 

１０ 施設の管理 
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(1) 管理責任者及び防火管理者を配置すること。 

(2) 安全管理に十分配慮し、利用者及び職員の安全確保を最優先すること。 

(3) 衛生管理を徹底すること。 

(4) 災害や事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な計画を策定し、訓練を定期的に実施すること。 

(5) 清掃、設備点検等を適切に実施すること。 

(6) 事故等発生時は、町に報告すること。 

(7) 感染症の発生及びまん延防止のための体制を整備すること。 

 

１１ 施設等の保守管理及び修繕 

(1) 施設の適正な運営のため、指定管理者が善良な管理者の注意義務をもって施設の設備や備品等

に関する保守管理、修繕を適切に実施すること。 

(2) 修繕の区分及び費用負担 

ア 小規模修繕 

   １件当たり１０万円未満の修繕については、指定管理料に含まれる修繕料の範囲内で、指定管理

者の判断により実施すること。 

イ 中規模修繕 

１件当たり１０万円以上５０万円未満の修繕については、事前に町と協議し、承認を得た上で、

指定管理料に含まれる修繕料の範囲内で実施すること。 

ウ 大規模修繕 

１件当たり５０万円以上の修繕、又は施設本体若しくは主要設備の機能維持に係る修繕について

は、町と指定管理者が協議の上、その実施及び費用負担を決定する。ただし、施設の構造、主要設

備等の機能維持に係る大規模修繕については、原則として町が負担する。 

(3) 指定管理者は、中規模修繕を実施しようとするときは、あらかじめ町に内容、必要性及び見積

額等を提示し、承認を得なければならない。ただし、安全確保のため緊急を要する場合はこの限り

でなく、実施後速やかに町へ報告すること。 

(4) 指定管理料に含まれる修繕に係る経費については、年度末に実績額を確認し、未執行額が生じ

た場合は、当該未執行額を町に返戻させることができるものとする。 

(5) 性能向上、機能追加等を伴う改修や備品の購入については、修繕とは区分し、その実施の可否

及び費用負担について、町と指定管理者が協議の上決定する。 

(6) 指定管理者は、修繕の実施状況について台帳を整備し、内容、金額、実施時期等を記録すると

ともに、町の求めに応じて報告すること。 

 

１２ 苦情対応・相談体制 

(1) 指定管理者は、利用者及び利用者の家族からの苦情や相談に適切に対応するため、以下の措置

を講ずること。 

ア 苦情や相談を受け付ける窓口及び体制を整備すること。 

イ 受け付けた苦情や相談に対して、迅速かつ誠実に対応すること。 

ウ 苦情や相談の内容及び対応結果を記録し、サービス改善に活かすこと。 

エ 重大な苦情が発生した場合は、速やかに町に報告すること。 

(2) 指定管理者は、苦情対応に関するマニュアルを整備し、町の求めに応じて報告すること。 

 

１３ 個人情報・情報公開 
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(1) 指定管理者は、厚真町個人情報保護条例及び基本協定に基づき、個人情報の適正な管理を行う

こと。 

(2) 指定管理者は、利用者及び職員の個人情報について、以下の措置を講じること。 

ア 個人情報を安全に保管・管理し、許可なく第三者に提供しないこと。 

イ 個人情報へのアクセスを必要最小限に制限すること。 

ウ 個人情報の漏洩、紛失その他の事故が発生した場合は、速やかに町に報告すること。 

(3) 指定管理者は、個人情報保護に関するマニュアルを整備し、職員に周知するとともに、町の求

めに応じて報告すること。 

(4) 指定管理者は、情報公開条例の趣旨を踏まえ適切に対応すること。 

 

１４ 地域資源・民間との連携 

(1) 指定管理者は、地域の企業、団体、住民等との連携を図り、利用者の就労機会の拡大及び社会

参加の促進に努めること。 

(2) 指定管理者が地域資源・民間との連携事業を実施する場合は、事業計画に記載し、町に報告す

ること。 

 

１５ 報告・評価 

(1) 指定管理者は、次の報告を町に提出すること。 

  ア 月次報告 

毎月の施設利用状況、指定管理業務の実績その他町が必要と認める事項を報告すること。 

イ 年次報告 

年度終了後、施設利用状況、指定管理業務の実績、指定管理業務に係る収支状況その他必要な事

項を報告すること。 

(2) 地域活動支援センター事業については、別途締結する委託契約及び仕様書に基づき、事業実績

及び収支等を報告するものとする。 

(3) 就労継続支援Ｂ型事業については、関係法令等に基づく報告等を適切に行うほか、町が本施設

の指定管理業務の実施状況を確認するために必要と認める事項について報告するものとする。 

(4) 町は、指定管理業務の適正な実施を確認するため、必要に応じて実地調査を実施することがで

きる。指定管理者は、調査に協力し、必要な資料を提供すること。 

(5) 指定管理者の業務実績の評価は、厚真町指定管理者評価委員会条例（令和５年条例第１７号）

及び厚真町指定管理者ガイドラインに基づき実施する。 

(6) 指定管理者は、評価結果を踏まえ、必要な業務改善に取り組むこと。 

 

１６ 保険加入 

指定管理者は、施設賠償責任保険その他必要な保険に加入すること。 

 

１７ リスク分担 

天災、感染症その他不可抗力による損害については、町と指定管理者が協議の上、負担を決定する。 

 

１８ 事業計画等 

指定管理者は、年度開始前に事業計画書、収支予算書及び人員配置計画を提出すること。 

なお、就労継続支援Ｂ型事業及び地域活動支援センター事業については、それぞれの制度及び契約等
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に基づき、事業計画及び収支を適切に区分して作成するものとする。 

１９ 職員研修・人材育成 

指定管理者は、職員の専門性及び資質向上のため、必要な研修及び人材育成を実施すること。 

 

２０ 業務実施に当たっての留意事項 

指定管理者は、本施設における各業務の特性を踏まえ、それぞれの目的に応じた適切な運営に努める

とともに、必要に応じて町と協議しながら円滑な実施を図るものとする。 

 

２１ その他 

本仕様書に定めのない事項については、町と指定管理者が協議の上、決定する。 


